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 生食監発 0331 第３号 

消 食 表 第 1 9 3  号 

平成 29 年３月 31 日 

 

    都 道 府 県 

各  保 健 所 設 置 市  衛生主管部（局）長 殿 

    特 別 区 

 

 

                     厚生労働省医薬・生活衛生局 

生活衛生・食品安全部監視安全課長 

（ 公 印 省 略 ） 

消費者庁食品表示企画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

カンピロバクター食中毒対策の推進について 

  

カンピロバクター食中毒については、飲食店で提供された生又は加熱不十分な鶏肉（内

臓を含む。）を原因とする事件が多数を占めるため、平成28年６月17日付け事務連絡「飲

食店におけるカンピロバクターによる食中毒予防の指導について」（厚生労働省医薬・生

活衛生局生活衛生・食品安全部監視安全課）等により関係事業者に対して指導をお願い

しているところです。 

今般、平成29年３月16日に開催された薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食中毒

部会において、飲食店営業者に対して鶏肉の客への提供にあたって加熱調理が必要であ

る旨の情報伝達が重要との議論を踏まえ、下記により対策の推進を図ることとしたので、

御了知の上、関係事業者に対する周知及び指導を行うようお願いします。 

なお、本件については別添のとおり、一般社団法人日本食鳥協会にも協力を依頼して

いることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 食鳥処理業者、卸売業者等は、飲食店営業者が当該鶏肉を客に提供する際には加熱

が必要である旨を、「加熱用」、「十分に加熱してお召し上がり下さい」、「生食用には使

用しないでください」等の表示や商品規格書への記載等（以下「「加熱用」の表示等」）

を行うことにより、確実に情報を伝達するよう措置すること。 

 

２．飲食店において、生又は加熱不十分な鶏肉の提供が原因と特定又は推定（原因とな

った食事に含まれる場合を含む。）されるカンピロバクター食中毒が発生した際には、



 

再発防止の観点から次により対応し、必要に応じて公表するとともに、食中毒調査結

果として厚生労働省に報告すること。 

（１）鶏肉に「加熱用」の表示等が行われていない場合には、食鳥処理業者、卸売業者

に対して、当該表示等の徹底について指導を行うこと。 

（２）鶏肉に「加熱用」の表示等が行われている場合には、飲食店営業者に対して、加

熱用の鶏肉の生又は加熱不十分な状態での提供の中止を直ちに指導するとともに、定

期的に当該業者に対する重点的な監視を行う等厳正に対応すること。 



 

 

  事 務 連 絡 

平成 29 年７月６日 

 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  食品衛生主管部（局）食品衛生担当課 御中 

特  別  区 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局 

生活衛生・食品安全部監視安全課 

消費者庁食品表示企画課 

 

カンピロバクター食中毒対策の推進に関するＱ＆Ａについて 

 

カンピロバクター食中毒対策の推進については、「カンピロバクター食中毒対策の推

進について」（平成 29 年 3 月 31 日付け生食監発 0331 第 3 号及び消食表第 193 号。以

下「通知」という。）により関係事業者に対して加熱調理が必要である旨の情報伝達に

関する指導及び食中毒発生時の対応をお願いしているところです。 

今般、その趣旨等について別添のとおり「カンピロバクター食中毒対策の推進に関

するＱ＆Ａ」を作成しましたので、当該Ｑ＆Ａを活用しつつ、通知に基づき指導等を

徹底されるようお願いします。 



（別添） 

カンピロバクター食中毒対策の推進に関するＱ＆Ａについて 

 

問１．平成 29 年 3 月 31 日付け通知「カンピロバクター食中毒対策の推進について」（生食

監発 0331 第 3 号及び消食表第 193 号。以下「通知」という。）の趣旨を教えてください。 

 

答） 

 

カンピロバクター食中毒の多くは、飲食店における未加熱（生）又は加熱不十分な鶏肉の

提供に起因しています。本通知は、食鳥処理業者、卸売業者等が飲食店に対して鶏肉の表示

や商品規格書等により加熱が必要である旨の情報を確実に伝達することにより、飲食店での

未加熱又は加熱不十分な鶏肉の提供を防止しようとするものです。 

 

また、食中毒発生時には、加熱が必要な鶏肉を飲食店が未加熱又は加熱不十分な状態で提

供したことが原因である旨を公表することにより、同様の食中毒の再発防止を図ることが必

要と考えています。 

 

加えて、原因となった食事に未加熱又は加熱不十分な鶏肉が含まれ、食中毒発生への関与

が否定できない場合にあっても、加熱が必要な鶏肉が未加熱又は加熱不十分な状態で提供さ

れた旨を調査結果として公表し、未加熱又は加熱不十分な鶏肉の提供防止について啓発する

ことが重要と考えています。 

 

問２.通知の２において「必要に応じて公表をする」とありますが、具体的にどのような対

応例がありますか？ 

 

 

答） 

 

食中毒調査において、飲食店営業者が、加熱が必要な鶏肉を未加熱又は加熱不十分な状態

で提供していた場合には、そのような鶏肉の提供防止について啓発するためにも、可能な限

り加熱用表示等の調査結果内容を報道発表資料に記載して頂くようお願いいたします。 

 

 なお、食中毒調査において、原因食品が、未加熱又は加熱不十分な鶏肉であることまで特

定できない場合であっても、例えば、「原因となった食事には、未加熱又は加熱不十分な鶏

肉を含んでおり、当該鶏肉には加熱用表示がされていた」等（加熱用表示等の調査が確認中

の場合には「原因となった食事には未加熱又は加熱不十分な鶏肉が含まれていた」）の記載

をすることが可能である場合は、事実関係として記載可能な範囲内での追記を御検討頂きま

すよう、お願いいたします。 



 

問３. 通知の２において、「食中毒調査結果として厚生労働省に報告すること」とあります

が、加熱用表示等に関する調査の結果報告については、どのように行えば良いですか？ 

 

 

答） 

 

 以下の内容を食中毒事件調査結果詳報に記載し、報告頂きますようお願いいたします。 

 

（１）加熱用表示等の有無 

（２）加熱用である旨の情報伝達方法 

食鳥処理業者、卸売業者等は、流通段階でどのような方法（表示、商品規格書等）で

加熱用である旨の伝達を実施していたか 

（３）飲食店営業者が「加熱用」と認識していたにもかかわらず加熱不十分な状態で提供し

ていた場合、飲食店営業者への指導内容 

（４）加熱用である旨の情報が伝達されていない場合、食鳥処理業者、卸売業者等への指導

内容 

（５）「生食可」との表示等がある場合、生食可と判断した根拠（指針等） 

 

 



 

 生食監発 0331 第３号 

消 食 表 第 1 9 3  号 

平成 29 年３月 31 日 

 

    都 道 府 県 

各  保 健 所 設 置 市  衛生主管部（局）長 殿 

    特 別 区 

 

 

                     厚生労働省医薬・生活衛生局 

生活衛生・食品安全部監視安全課長 

（ 公 印 省 略 ） 

消費者庁食品表示企画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

カンピロバクター食中毒対策の推進について 

  

カンピロバクター食中毒については、飲食店で提供された生又は加熱不十分な鶏肉（内

臓を含む。）を原因とする事件が多数を占めるため、平成28年６月17日付け事務連絡「飲

食店におけるカンピロバクターによる食中毒予防の指導について」（厚生労働省医薬・生

活衛生局生活衛生・食品安全部監視安全課）等により関係事業者に対して指導をお願い

しているところです。 

今般、平成29年３月16日に開催された薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食中毒

部会において、飲食店営業者に対して鶏肉の客への提供にあたって加熱調理が必要であ

る旨の情報伝達が重要との議論を踏まえ、下記により対策の推進を図ることとしたので、

御了知の上、関係事業者に対する周知及び指導を行うようお願いします。 

なお、本件については別添のとおり、一般社団法人日本食鳥協会にも協力を依頼して

いることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 食鳥処理業者、卸売業者等は、飲食店営業者が当該鶏肉を客に提供する際には加熱

が必要である旨を、「加熱用」、「十分に加熱してお召し上がり下さい」、「生食用には使

用しないでください」等の表示や商品規格書への記載等（以下「「加熱用」の表示等」）

を行うことにより、確実に情報を伝達するよう措置すること。 

 

２．飲食店において、生又は加熱不十分な鶏肉の提供が原因と特定又は推定（原因とな

った食事に含まれる場合を含む。）されるカンピロバクター食中毒が発生した際には、

（参考）



 

再発防止の観点から次により対応し、必要に応じて公表するとともに、食中毒調査結

果として厚生労働省に報告すること。 

（１）鶏肉に「加熱用」の表示等が行われていない場合には、食鳥処理業者、卸売業者

に対して、当該表示等の徹底について指導を行うこと。 

（２）鶏肉に「加熱用」の表示等が行われている場合には、飲食店営業者に対して、加

熱用の鶏肉の生又は加熱不十分な状態での提供の中止を直ちに指導するとともに、定

期的に当該業者に対する重点的な監視を行う等厳正に対応すること。 

（参考）



 

薬生食監発 0329 第１号 

平 成 30 年 ３ 月 29 日 

  

   都 道 府 県 

各  保健所設置市   衛生主管部（局）長 殿 

   特 別 区 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長 

          （ 公 印 省 略 ） 

                                       

食品衛生法等に基づく処分の理由の提示について 

 

 食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）等に基づく処分の理由の提示について

は、行政手続法（平成５年法律第 88 号）第８条第１項（申請に対する拒否処分）

及び第 14 条第１項（不利益処分）の規定により、申請者等に対し、当該処分の

理由を示さなければならないこととされています。 

特に食品衛生法に基づく営業の禁停止処分等の不利益処分の理由の提示につ

いては、処分の取消訴訟において、例えば、「法第６条に違反した」と記載さ

れているのみで、処分の原因となる基本的事実関係や、違反した条項が具体的

に示されておらず、行政手続法が求める理由の提示がなされていないとして処

分の違法性が判決において指摘された例がみられることから、下記を踏まえ、

必要な手続が適切になされるよう特段の御配慮をお願いします。 

なお、営業の禁停止処分等を事業者に通知する際には、処分の理由も含めた

通知内容を丁寧に説明するとともに、営業の禁停止期間中に取り組むべき内容

（施設の清掃、衛生教育等）を十分に理解させることが必要であることを念の

ため申し添えます。 

 

記 

 
１ 一般に、処分に理由の提示が求められるのは、処分庁の判断の慎重と合理

性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて

不服の申立てに便宜を与える趣旨であり、その提示を欠く場合には、処分自

体の取消しを免れないこと。 
 
２ １の趣旨から理由の提示が求められている場合における理由の提示の程度

は、特段の理由のない限り、いかなる事実関係に基づき、いかなる法規を適



 

用して当該処分がされたのかを、処分の相手方において、その提示内容自体

から了知し得るものでなければならず、単に抽象的に処分の根拠規定を示す

だけでは、それによって当該規定の適用の原因となった具体的事実関係をも

当然に知り得るような例外的な場合を除いては、理由の提示として十分でな

いこと。 
 
３ 以上を踏まえれば、食中毒を発生させ、食品衛生法第６条各号に違反した

として営業者に対して営業の禁停止処分を行う場合には、当該処分を通知す

る書面に、当該営業者、食品が食中毒の原因であると判断し、推定し、又は

疑わしいとした根拠である食中毒調査を踏まえ、同条各号に違反したとする

食品※、それが同条各号のいずれに該当するか、当該営業者の行為が同条が

禁止する行為（製造、販売等）のいずれに該当するかを記載するなど、具体

的事実関係と適用する法条の適用関係が明らかになるよう記載することが必

要であること。 
 ※ 例えば、原因施設のみ特定し、原因食品が特定できない場合には、「当該施設に

おいて加工、販売された食品」と記載することが考えられる。 
 
４ 上記のことは、原因食品及び原因施設が一応推定しかできない又は疑わし

い場合においても、危害の拡大防止のため、営業の禁停止処分等の必要な措

置をできるだけ速やかに実施しなければならないこと等、従来からの食中毒

事件に対する取扱いを変更するものではないこと。 
 



６消安第 2466 号 

令和６年７月 26日 

都道府県畜産主務課長 殿 

農林水産省消費・安全局 

食品安全政策課長 

「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック－肉用鶏農場－」（生産者編及び指導者

編）の周知について 

 日頃より生産段階における衛生管理の取組等を通じ、食中毒防止対策にご尽力いただ

いているところですが、昨年５月に新型コロナウイルス感染症が感染症法の５類感染症

に位置付けが見直され、種々の経済活動が平常化に向かった中で、７月～９月は細菌性

食中毒がさらに増加する傾向にあります。 

 特に細菌性食中毒の中で、依然としてカンピロバクター食中毒の発生件数が最も多い

ことから、フードチェーンの各段階において、カンピロバクター低減のための取組がよ

り一層進むことが求められます。 

 このため、生産段階における衛生管理の取組についても、より一層推進されることが

必要であることから、肉用鶏農場や鶏舎へのカンピロバクター菌等の食中毒菌の侵入・

まん延を防止するための対策をまとめた「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック―肉用鶏農

場・生産者編―」及び「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック（参考資料）－肉用鶏農場・

指導者編－」（別紙）を関係者に周知の上、ご指導を願いします。 



別紙 

「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック－肉用鶏農場・生産者編－」 

https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/handbook/attach/pdf/201108-6.pdf 

「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック（参考資料）－肉用鶏農場・指導者編－」 

https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/handbook/attach/pdf/201108-5.pdf 



６消安第 2466 号 

令和６年７月 26日 

北海道農政事務所長
各地方農政局長
内閣府沖縄総合事務局長 

農林水産省消費・安全局 

食品安全政策課長 

「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック―肉用鶏農場・生産者編―」の再周知に

ついて 

 このことにつきまして、別添のとおり、各都道府県畜産主務課長宛てに通知しまし

たので、御了知いただくとともに、貴所管内の道に対し、指導方よろしくお願いいた

します。 



６消安第 2466 号 

令和６年７月 26日 

一般社団法人日本食鳥協会会長
公益社団法人　中央畜産会会長
公益社団法人　日本中医師会会長
農場管理獣医師協会会長 

農林水産省消費・安全局 

食品安全政策課長 

「鶏肉の生産衛生管理ハンドブック―肉用鶏農場・生産者編―」の再周知に

ついて 

このことにつきまして、別添のとおり、各都道府県畜産主務課長宛てに通知しました

ので、御了知いただくとともに、貴団体傘下の関係者に対して、周知方よろしくお願い

いたします。 
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